
ジェンダーでみる 日教組の30年

一 労働条件 をめ ぐる 「たたかい」の軌跡 一

河上 婦志子

はじめに

本稿は 『日教組婦人部30年 史』(以 後 『婦人

部30年 史』 と略称)と 『日教組30年 史』1の記

述 を中心 に,教 員の労働条件 をめぐる日教組の

「たたかい」2の軌跡 をジェンダ0の 視点 か ら考

察 しようとす るものである。

1947年 に設立 された 日本教職員組合(以 後,

日教組 と略称)が 分裂 を免れ,一 大勢力集団に

な りえたのはひ とえに女性教員たちの活躍 と協

力のたまものである。全教協 と教全連 の2つ の

組織 に 「日本の教育労働者の大同団結」 を呼び

かけ統一 に導いたのは,協 力 して男女平等 を実

現 し問題解決 を図ろ うとした女性教員 たちのカ

であった(望 月宗明:111,『 婦人部30年 史』:

54-58)

その後の 日教組 の多 くの 「たたかい」 を支え

てきたのも,小 学校教員のお よそ半数,中 学校

教員 の4分 の1か ら3分 の1を 占める女性教員

である3。父母 との連帯を謳 う日教組の運動方針

を具体化 したのは女性教員 たちによる 「母 と女

教師の会」であった。「父 と男教師の会」は結成

されてい ない。

しかし 『婦人部30年 史』を読む と明 らかなよ

うに,日 教組内部での女性教員の地位 は低 く,

その発言や要求 はしばしばないが しろにされ

た。『日教組30年 史』には女性教員 に関する記

述が少ない。成立当初の男女平等賃金,産 前産

後休暇 ・育児休業法,そ して母 と女教師の会 に

ついて触れているだけである。

望月宗明は,女性教員不在の『日教組20年 史』

を補完す るために 『日本の婦人教師』 を著 した

としているが,こ の女性教員不在の傾向は 『日

教組30年 史』でも踏襲 されているといってよ

い。また2006年2月7日 現在の 日教組のホーム

ページには,『婦人部30年 史』も 『日教組女性

部50年 のあゆみ』も組合史 として掲載 されてい

ない。各府県の年史 さえ含 まれているのに,な

ぜ婦人部(女 性部)の 年史だけが こうした扱い

を受けているのか不思議でならない。女性教員

の願いや要求は,戦後30年 の日教組の歴史 の中

で どのように対応 され処理 されてきたのだろ う

か。

本稿では,日 宿直,退 職勧奨,超 勤手当 と人

材確保法 とい う3つ の労働条件 をめぐる 「たた

かい」 の記述を取 り上げ,そ こに潜む問題点 を

ジェンダーの視点 から考察 してみたい。

ここでジェンダーの視点 とい うのは,第1に,

社会文化的に構築 された性 の差異に注 目し,男

女の役割や規範 を社会的 ・相対的 ・可変的なも

の と見ること。第2に,事 象 を男女両性 にとっ

ての意味や結果 とい う視点 から分析すること。

第3に,ジ ェンダー研究や女性学がこれ まで発

見 し開発 してきた言葉や概念や枠組みを使 って

事象 を解釈すること,を 意味する。

本稿 ではこのジェンダーの視点に立って,労

働条件 をめ ぐる 「たたかい」の軌跡 に検討 を加

えることによって,日 教組 が女性教員に とって

どのような組織 であったかを明 らかにしてみた

い 。
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1日 宿 直問題

1.女 性教員たちの問題提起

1947年,誕 生 したばか りの 日教組婦人部は,

女性教員 にとってもっとも切実な問題 は何 かを

語 り合 う職場討議 を行なった。そこで浮かび上

がってきたのが 日宿直問題 だった。

だれ一人いない広い校舎のなかで,た だ一人いの

こる日直の場合でさえ,暴漢 に襲われた例 は少な く

ない。わ けても夜間の宿直の場合,救 いを求めるす

べもなく,女 には抗すべきもない暴力にさらされた

悲惨な実態が明らかにされた。その数は枚挙にい と

まもないほ どの多数にわたっているのに,教員 とい

う立場上,外 聞がはばかれて不問にふ されてきた。

この長 く暗い屈辱 にたえねばならなかった勤務 の

実情は,婦 人部の集ま りのなかで 「たんなる秘密 と

して不問にふすべきではない」と話 し合われ,そ こ

か ら,この勤務状況 を改善 してい くよう結論づけら

れていった。(『婦人部30年 史』=132)

日宿直問題が女性教員 だけの話合いの中か ら

浮上 してきたのは,そ れが性被害 に絡んでいた

か らである。女性教員たちは被害 に遭っても,

それを自らの恥 とし責任 を感 じて,あ るいは訴

えては差 し障 りがあると考えて,黙 して語 らず

にきた。しかし新 しい時代になり,女 性教員が

本 当に苦 しんでいる ことは何か を語 り始 めた

時,闇 か ら闇へ と葬 り去 られていたこの問題 こ

そ,ま ず解決 しなければならないと決意 したの

だ。婦人部は1948年,日 宿直廃止闘争 を決議す

る。

日宿直 とは,日 曜 日や夜間 に教員が学校 に滞

在 した り宿泊 した りして,学 校 の管理 をす るこ

とをい う。宿直 は女性 にはできないとい うこと

で,女 性教員は 日曜 日に出勤 して 日直 に携わ る

ことが多かったが,こ こにもあるよ うに宿直を

す る場合 もあった。戦前の 日宿直の大切な任務

の一つは,災 害時な どに 「ご真影」 を守 り運び

出す ことにあったが,同 時に学校の校舎や校具

を保全す るとい う警備員 の役割 も課せ られてい

た。 これは戦前の教師が,全 人格的に雇用 され

包括的に任務 を与 えられていたためである。教

師は滅私奉公の模範 を示 さねばな らない存在で

あったので,大 切 な学校 を守 る仕事 を拒否する

ことはできなかった。戦後 になってもこの慣習

は存続 し,「時間外手 当も支払われず,当 然の勤

務 として押 しつ けられてきたものであった」 と

い う。(『婦人部30年 史』:134-135)

2.日 教組の対応

1948年 に女性教員 たちが 日宿直問題 を取 り

上 げた時 の,日 教組執行部 の反応 はなぜ か早

かった。す ぐに 「日直に関す る小委員会」 を設

置 して"即 時廃止"の 方向をうちだした。労働

省基準局が 「日宿直 は頻繁 にわたらないように

さえすればよい」 との通達 を各県の基準局長 に

出したのに対 し,日 教組委員長荒木正三郎名で

「最 も悪条件の中に,し かも弱い労働者 の立場に

ある女子労働条件改善のため」 に,基 準局長 の

解釈 を撤回す るよ うに求めた要望書 を労働大臣

に提出 した。

しかしその後,労 働省婦人少年部が 日宿直を

容認す るような姿勢 を示 し,文 部省が①校舎 ・

設備 ・備品 ・書類等の保全,② 外部 との連絡,

③校内の監視 に従事する,の 三項の必要性 を挙

げた うえ,「女子 に対 して特 に差別待遇 をす る意

思はない。特別の事情のある場合 には,学 校 の

責任者 と協議 して特別の措置 を講ず ることは差

支えない」 として,1948年 度から手当を支給 し

半額 を国庫負担するとい う方針 を立てるに及ん

で,日 宿直廃止への 日教組の動 きは頓挫 してし

まった。(『婦人部30年 史』:133-136)

この経過 を見 る と日教組 は,手 当の支給 に

よって 目宿直の問題が解決 された とし,女 性教

員 の要求 を置 き去 りにした と言わね ばな らな

い。た とえば東京都 の一部では早 くも1951年 に

教員の 日宿直に替 えて警備員 を配置す ることに

なったが,そ れに至る教組の運動 は必ずしも女

性教員 の安全や安心を確保す るためではなかっ
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た。事の発端 は,当 時多発 していた校舎への放

火や校具 の盗難の責任 を問われて,当 該校の校

長や 日宿直者 が処分 されたことにある。支部や

都教組の抗議行動 によって学校警備員の配置が

採用 され ることになったが,男 性独身教員が学

校 に住み込んでいた り,日 宿直手当を引き受 け

ては生活費の足 しにしてい る教員が多かった り

した三多摩や島嘆地域では,警 備員配置 が進 ま

なかった とい う。

また1953年 都教委が実質的な手当の減額策

を提示す ると,教 組 が団体交渉や 日宿直拒否闘

争 を組んで抗議行動 を起 こし,そ の結果手当の

増額 が決 まった とい う。この場合 も教組 は日宿

直 を手当の問題 として処理 したのである。それ

に対 して問題 は手当ではないと考 えていた都教

組の女性教員たちは,労 働基準法61条 「婦人労

働者 には休 日労働 をさせてはな らない」 を根拠

に,日 曜 日直 は婦人 の権利 を侵す ものであるか

ら日宿直 は廃止すべきであるとして,警 備員要

求の声を挙 げ続 けた。 しか しようや く三多摩や

島嘆地域 でも警備員配置が決まったのは,東 京

都 に最初 に警備員が配置 されてから10年 以上

も後 のことだった,と い う。4(『婦人部30年 史』:

136-140)

日教組や都教組 が,日 宿直問題 に関 して闘争

を組 んだのは,専 ら手 当や処分 をめ ぐってで

あった。女性教員 たちの安全や人権保護 は考慮

の外 であったかのよ うに見 える。

3.日 教組の 日宿直全廃闘争

『日教組30年 史』に日宿直問題が現れるのは,

1965年 文部大 臣に提 出した大幅賃上 げを中心

とす る 「要求書」の1項 目としてである。この

年 日教組 は 日宿直問題 を闘争の重点項 目とした

とい う。(『日教組30年 史』:415)し かしそれ以

前の記述では,日 宿直問題 にも,女 性教員 の要

求にも触れていない。

日教組が 日宿直問題を取 り上 げた背景 には,2

つの事件が絡んでいる。その1つ は,1963年52

月3日 広 島県福山市の3つ の小学校で連続 して,

日直中の女性教員が暴漢 に襲われたとい う事件

である。幸い未遂 におわったこの事件 を受 けて,

広島県では婦人教師の決起集会,措 置要求の提

出,日 宿直拒否闘争 が行 なわれた。(『婦人部30

年史』:140)

しかし日教組に とって,こ の事件は単に 日宿

直問題 をクローズ ・アップさせ るきっかけに過

ぎなかったようだ。『日教組30年 史』の次の記

述で重要視 されているのは,女 性教員の安全 と

い うよ り青年教員の過剰 な宿直業務 である。

1964年2月,広 島県福山市 と深安町で日直中の

女教師が暴漢に襲われ るとい う事件が発生,こ れを

きっかけに教員の宿 目直問題がクローズ・アップさ

れた。当時,埼 玉教組の調査 によると,1ヶ 月のう

ち4～8回 も宿直している教員が全体の32%,2～3

回が52%と い う実態であった。千葉県のある青年

教師の場合 は 「勤続3年,3日 に1度 の日 ・宿直を

してい るから,3年 の うち1年 は学校 に寝 とまりし

たことになる」とい うひ どい状況であった。(『目教

組30年 史』=416)

『日教組30年 史』によれば,さ らに1965年 に

和歌山で宿直中の男性教員が殺害 されるとい う

事件 が発生 した ことが日教組 の日宿直全廃闘争

を進捗 させた。

この年(1965年)の12.月13日,こ んどは和歌

山県橋本市橋本小学校の教師が宿直中,賊 に襲われ

絞殺 される事件が発生 した。県教組 はただちに宿 日

直全廃闘争 に取 り組み,16日 の県議会 で満場一致

「宿 日直廃止 ・警備員配置」が決議され,佐 藤首相

らに意見書が提出 された。教組 と県教委 の交渉でも

「廃止」の方向が確認 された。(『日教組30年 史』:

416)

2つ の事件 を受 けて一挙 に盛 り上 がった 日宿

直廃止の運動 を中心的に担 ったのは女性教員 た

ちであった とい う。婦人部 は,日 宿直 に潜む 「慣

習的な奴隷視 にたいして,は っき りした態度 を
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貫 こう」 とい う基本的姿勢を くず さず,長 い雌

伏の期 間を過 ごしてきたのだ。(『婦人部30年

史』:135)1966年3月 婦人部主催の 「警備制度

確立 ・労働条件改善全国婦人教師決起集会」が

東京で開かれ,文 部省や国会 に対 しての交渉 ・

請願が行 なわれた。(『日教組30年 史』:416)

1967年3月,日 教組は 日宿直廃止の要求書 を

提出した。だが,そ こに記 された理由は,① 学

校教育法 に照 らしても宿 日直は教員の本務 では

ない。②諸外国にもまった く例 を見ない。③全

国の小学校教員 の うち6学 級以下 は50%を 占

め,妻 帯者 の頻繁な宿直,家 庭 に責任 をもつ婦

人教師の 日曜 日直は半月間の連続勤務 とな り,

人権侵害,私 生活の破壊 になっている,と い う

ものであった。(『日教組30年 史』:417-418)こ

こでもまた女性教員 の安全については触れ られ

ていない。

1967年 文部省 は省議 において 日宿直廃止 を

決定。教職員の 日宿直廃止 と学校の無人校化 を

打ち出 し,経 費 として3分 の1の 国庫補助 の財

源措置を とった。当時すでに警備員 を配置 して

い る都県や,時 期 を限って無人校にしている地

域 な どが あったが,財 源 の乏 しい 自治体 では

1973年 に至 るまで 日宿 直廃 止 は達成 され な

かった。 日宿直全廃が実現 したのは,女 性教員

たちが最初 に声 を挙 げてから 「20余年 にわたる

長 く苦 しい闘いの連続」の後 であった。(『婦 人

部30年 史』:143)

『婦人部30年 史』が 日宿直問題 を女性教員 た

ちの安全 と権利,労 働条件 を守 るたたかいの経

過 として捉え記述 しているのに対 して,『日教組

30年 史』に見 られる日教組 の,1969年6月 の大

会 での総括 は多少 ニュアンスの異な るもの に

なっている。

宿 日直廃止のたたかいは,激 しい宿 日直拒否闘争

によって … 大きな前進をとげました。…(組

合の)組 織力,闘 争力の県間 ・支部問格差固定化傾

向 を克服する課題を成功 させ るためにも,今 年,こ

の たたかい はます ます重視 されねばな りませ ん。

(『日教組30年 史 』:419)

組合 の組織力や闘争力を強化するために,「た

たかい」それ 自体 を重視す る日教組のこの姿勢

は 『日教組30年 史』に通底 しているといってよ

い。

4.ジ ェンダーでみ る日宿直問題

日宿 直 をめぐる日教組 の取 り組 みについて

ジェンダーの視点か ら検討 してみる。

1)セ クシュアル ・ハラスメン ト

日宿直問題 は,女 性教員 にとって第一義的に

セ クシュアル ・ハラス メン トや性犯罪の問題 で

あ り,つ いで 日曜 日の出勤 による家庭生活への

しわ寄せの問題であった。 しかし男性 にとって

は手当支給の問題 であ り,手 当てがあれば許容

できる範囲の業務負担 の問題であった。 とりわ

け住宅事情が悪 く教員 の給与が乏 しかった時代

にあっては,宿 直による恩恵 を受けていた男性

教員 もいた。 日宿直がもつ問題の深刻 さには男

女間で大 きな懸隔があった。

しかも当時の女性教員たちはセクシュアル ・

ハラスメントとい う言葉 をもたず,ま た時代 も

女性教員たちが被っている被害 を犯罪 として認

識す る目をもたなかった。セ クシュアル ・ハ ラ

スメントは社会に進 出した女性が当然支払わね

ばならない代償 のように見倣 されていたのだ。

したがって,女 性教員たちは女性だけの話し合

いの中でこそ声 を挙 げたが,公 式 にその理 由を

明らかにすることはできなかった。セ クシュア

ル ・ハラスメン トとい う概念 のなかった1950.60

年代,女 性教員の 日宿直廃止に向けての闘いは,

女性教員たちが感 じてい る不条理や不安を言葉

にできないだけに困難であったに違いない。女

性教員 たちは,日 宿直廃止 の根拠 を,「母性保護

のたてまえ」に,「婦人労働者 には休 日労働 をさ

せてはならない」 と定めた労働基準法61条 に,

また学校教育法上 の本務 ではない とい う解釈 に

求めた。(『婦人部30年 史』:132-139)

日教組婦人部 が 日宿直 の廃止 を提起 してか
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ら,女 性教員の安全 が脅 かされていることが公

然 と認知 され るまでには,10年 以上の歳月 と,

日直中の女性教員が暴漢 に襲われ るとい う事件

の発生を待たねばな らなかった。

この暴行事件にはセクシュァル ・ハ ラスメン

トの観点 から興味深 い要素が含まれている。そ

の1つ は,犯 人が 「暴漢」であったことである。

セクシュアル ・ハ ラスメン トの多 くは顔 見知 り

の犯行であるといわれている。仮 に犯人が被害

者 たちの見知 っている人物であった ら,こ の事

件 は表沙汰にならなかったに違いない。単なる

「暴漢」 であったか らこそ,女 性教員が被害 に

あったことを明 らかにできたのである。も う1

つは,暴 行が未遂 に終わったことである。 もし

女性教員 が実際に レイプされていた ら,被 害が

告発 されなかったかもしれない。性被害 に遭 っ

た女性 を 「磁れた存在」 と見 る目は,現 在 より

もずっと強かったはずだからである。不幸中の

幸い ともい うべきこの2つ の点に加 えて,同 一

犯人による被害者が複数 いたことも問題 を提起

するのに有利 に働いた。 これ らの点 を備 えた事

件 が起 きたことによって ようや く,女 性教員 た

ちは自分たちの安全 を掲げて 日宿直廃止運動 を

再び展開す ることができた といってよい。

2)間 接差別

日教組執行部 は,日 宿直が教員 の本務でない

とい う認識 はもっていた。それ を根拠 に教育委

員会 に手 当の支給要求や増額交渉 を行 なったの

である。 しかしこの本務でない仕事 を容認 した

ことによって,2つ の点から女性教員に対す る

間接差別 を放置 したことになる。間接差別 とは,

一見差別的 に見えないにもかかわらず,結 果 と

してある属性 の人 々を不利な状況 に追い込んで

しまうことをい う。

第1に,日 宿直 とい う言葉だけをみるとジェ

ンダーに関係 のない業務にみえるかもしれない

が,男 性 に 日直はできても,女 性 に宿直はさせ

られない とい うことで,日 宿は女性,宿 直は男

性 の役割 分担の実態が生まれていた。 このため

に女性教員 のみが 「宿直できない存在」とされ,

「男性 に代わってや ってもらわな けれ ばな らな

い」立場 に置かれてしま う。それは女性教員 に

男性 の同僚 に対す る負い 目を感 じさせ,そ のほ

かの業務 に関しても言いたいことを言 えない弱

い立場 に追い込んでしまう。また,女 性教員 が

増加 し,教員の男女構成 に変化 が起 きたことが,

男性 の宿直を増や したとも指摘 されている。(関

広延:90)女 性教員の増加が男性 の負担増の原

因 となっていたのだ。 ここか ら女性教員排除の

気運が生まれる可能性 もあった。

日宿直は教員 の本務ではない。つま り女性教

員 は本務 でない仕事によって,学 校組織 の中で

周辺化 され,男 性の同僚 に遠慮 しつつ発言 しな

ければな らな くなってしまっていた。一方男性

教員 は,こ の仕事があることによって女性教員

に精神的な 「貸 し」 を作 ることができた。

第2に,女 性教員 に とって 日直は,数 少ない

大切な休 日に出勤することを意味す る。それで

な くても困難 を極めている職業 と家庭 の両立を

一層辛いものにす ることになる。本務 でない仕

事 による家庭生活 との両立困難が原因で,女 性

教員が不本意に職業を辞す ることになるな ら,

本来的業務でない 日宿直は,間 接差別 となる慣

行 であるといえる。

日教組は,「本務でない」ことを理 由に 日宿直

即時全廃の方針 を立て るべきであった。だが,

それ をい くば くかの手 当の ために妥協 して し

まった。男性教員の側か らいえぱ,日 宿直があ

ることによって,女 性教員に 「貸 し」 を作 るこ

とができるばか りでな く,一 部の教員 とはいえ

学校内に住み込むことによって住宅問題を解決

した り,手 当をもらって生活費 に当てた りする

ことができたのだ。

皿 退職勧奨

1.退 職勧奨 とは

教員世界 における退職勧奨 とは,あ る年齢 に

達 した教員 に対 して雇用者 である教育委員会 も
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しくはその意を受 けた校長が退職 を勧告(い わ

ゆる肩たたき)す ることである。教員は年功制

賃金体系 のもとにあるので,中 高年 の教員 を退

職 させて賃金 の低い若年層 を採用することは,

雇用者 である教育委員会 にとっては財政節減 に

なるし,併 せて教員 の新陳代謝 をはかることも

できる。 だが退職勧奨 を受ける教員 は不本意な

選択 を迫 られ ることになる。

『婦人部30年 史』によると戦前には,既 婚の

女性教師 の場合 はおよそ40歳,未 婚者 でも45

歳が定年 とい うのが支配的な 「慣行」になって

お り,女 性教員 たちは一方 的な退職勧奨 にも

黙って服従 し,「一身上の都合 による」退職届に

捺 印して去るのが通例 だったい う。(『婦人部30

年史』:16)この慣行 は戦後 も引き続いていたが,

1963年 ごろか ら女性教員 をターゲ ッ トにした

早期退職勧奨が激 しくなったとい う。

全県的に,お よそ1963年 を境 にしだいに男女年

齢差 による退職勧奨が強まってきてい る。た とえ

ば,男教師55歳 以上 にたい して女子は47歳 以上 と

か50歳 以上などと,女 教師への退職年齢繰上げの

差をつけて きている。この提案は,年 度末人事での

県教組 と県教委 との団体交渉 の場 でもちだ される

な ど,大 っぴらである。… この退職勧奨は,た

とえば長崎県では,高 齢だから後進 に道 をゆずれ と

45歳 か ら女教師におこなわれてお り,共 働きの女

教師には33歳 で勧奨がお こなわれた例が報告 され

ている。また,和 歌山では,婦 人の場合,5年 以上

の勤務者で月額37,700円 以上 とい う勧奨基準が県

教委か ら示 され,静 岡 ・新潟などでは,校 長や教頭

夫人への退職強要が強硬 におこなわれている。(『婦

人部30年 史』:144-145)

1963年 といえば,第 一次ベ ビーブームの時 に

誕生 したいわゆる団塊の世代が,義 務教育を修

了す る時期 に当たっていた。小 ・中学校 におけ

る児童 ・生徒数 が減少 し,教 員 が過剰 になるこ

とが予想 された。文部省 はそれまでの学級編成

基準61名 を5力 年計画 によって55名 とする と

い う案を出したが,そ れでもなお大量の教員が

過剰 とな り,分 限免職 の対象 となることは必至

であった。日教組 は1学 級40名 編成 を提示 して,

定員闘争 を強化 した。またこの定数問題に絡 ん

で 「組合活動家 などを分限免職 として"指 名解

雇"す る」 とい う風聞が流れたことも日教組 を

刺激 した。(『日教組30年 史』:186-190)

1960年 前後は,日 教組 が 「勤務評定反対闘争」

「学力テス ト阻止闘争」 とい う30年 の歴史の中

でももっとも激 しい闘争 を組 んでいた時期であ

る。教員削減が戦闘的組合員対策 と絡 んで実施

され る怖れは十分にあった。

だが退職勧奨 に関する 『日教組30年 史』の記

述 は,定 員削減数 を一定程度 に押 しとどめたと

い う成果 と 「定員闘争が首切 り阻止,労 働条件

の改善,教 育水準 の向上 とい う目的意識をもっ

たたたかいであ りなが ら,『 ゆき とどいた教育

を』 とい う側面のみ強調 し,労 働条件 の改善,

反合理化闘争 としてのとらえ方,ア ピールが不

十分であった … 」 と総括 して終わってお り

(『日教組30年 史』:190-194),そ の後退職勧奨

に関す る 「たたかい」が語 られ ることはない。

だが女性教員にとって問題 は解決す るどころ

かさらに悪化 したようだ。定員削減 のしわ寄せ

は,男 性の組合活動家ではな く,中 年女性教員

が受けたかに見える。日教組婦人部が1962年 に

実施 した調査によると,全国20県 で男女格差の

ある退職勧奨が行 なわれてお り,男 性 の勧奨年

齢 が55歳 前後であるのに対 し,女 性では40代

か ら始 まるところが8県 もあり,長野県・福井県

の10歳 を最高 に5歳 以上 の男女格差がついてい

る県が14に のぼってい るとい う。(奥 山えみ

子:30-31)

また全国退職婦人教職員連絡協議i会が1972

年 に行なった会員実態調査 によると,退 職 の最

大の理由 として 「勧奨」とあげているのは2,792

名中705名 で25.3%に 当た り,理 由の第1位 を

占めているとい う。(島 田 とみ子:150)6

男性教員 にも退職勧奨はあった。 しかしそれ

は年金受給年齢 に達 した55歳 以上であった り,
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再就 職先 が保 障 されてい た りす る退職 であっ

た。また62歳 の男性教員 に対す る退職勧奨 の不

当性 を論 じる議論 もあった。(松本 登:44)そ

れにひきかえ女性教員への退職勧奨 は,働 き盛

りの中堅 にも及 び,受 諾することは失業 につな

がっていた。

表1は 『1971年 度学校教員統計調査報告書』

から作成 したものであるが,「 定年または高齢」

とい う理 由で離職 した教員数 に大 きな男女差が

見 られ る。小学校の場合,46～50歳 の年齢層 の

男性離職者数7名 に対 し女性では178名,51～

55歳 の年齢層では男性離職者76名 に対 し女性

は349名 にのぼっている。中学校の場合 は,46

～50歳 の年齢層の男性離職者数4名 に対 し女性

26名,ま た51～56歳 の年齢層では男性51名 に

対 し女性 は74名 である。それぞれの年齢層 の教

員総数で除 した千分率で見ても,「定年または高

齢」 を理 由に退職 した教員の輩出率 に大 きな男

女格差 があることが見て取れ る。

さらに離職者総数の中には,「一身上の都合 に

よる」依願退職 を強要 された女性教員 もかな り

含まれているはずである。

一方
,「官公庁への転職」を理 由に離職 した教

員数 にも男女格差がある。小学校の場合,46～

50歳 の年齢層の男性離職者 の うち,官 公庁へ転

職 した男性教員 は66名 。それに対 し女性教員 で

は4名 。51～56歳 の年齢層では男性42名 に対

し女性 は1名 にす ぎない。中学校では,46～50

歳の年齢層の男性離職者 の うち62名,51～55

歳の年齢層では27名 が官公庁へ転職 している

のに対 し,女 性教員 では ともに0名 である。女

性が定年 を待たず に教職 から離れれば,そ れは

ほとんど失業 を意味す ることになるのに対 し,

男性 には異なるキャリアが用意 されていたこと

を物語っている。

女性教員 をターゲ ッ トとするこのような差別

表1年 齢別 ・性 別 離職理 由(1971年 度)

小学校

離職理由 定年または高齢 官公庁への転職 離職者総数 教員総数

年齢階層 性別 実数 /o 実数 /oo 実数 %。 実数

41～45歳
男 0 o.o $2 1.9 265 6.1 43,314

女 11 0.3 12 0.3 533 12.5 42,811

46～50歳
男 7 0.3 66 2.6 196 7.6 25,754

女 178 7.0 4 0.2 622 24.6 25,282

51～55歳
男 76 4.3 42 2.4 263 14.7 17,$5$

女 349 38.7 1 0.1 592 65.6 9,023

中学校

離職理由 定年または高齢 官公庁への転職 離職者総数 教員総数

年齢階層 性別 実数 %。 実数 %。 実数 %o 実数

41～45歳
男 1 o.o 116 3.0 295 7.6 38,814

女 1 0ユ 3 0.4 83 10.6 7,861

46～50歳
男 4 0.2 62 3.3 177 9.5 18,596

女 26 5.6 0 o.o 101 21.6 4,667

51～55歳
男 51 5.0 27 2.6 174 17.0 10,216

女 74 35.4 0 o.o 136 65.1 2,089

%・は,「 年齢別 ・性別 ・離職の理 由別 ・離職者数」をそれぞれの教員総数で除した千分率

データ出所:文 部省 『学校教員統計調査報告書1971年 度版』
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的退職勧奨 は,ど の ように理 由づけられていた

のだろ うか。

2.退 職勧奨基準

1)年 齢

なぜ女性教員に対して男性 よ り低 い年齢の定

年 を設定す ることが許 されたのか,そ の原因は

当時の女性観 にあった。女性の職業人 としての

稼動期間は男性 よりも短い と考えられていたの

である。1960年 に某 セメント会社 に入社 した女

性は 「結婚 したら,も し くは35歳 に達 したら自

発的に退職 します」 との念書 を書かされ たとい

う。(鹿野政直:29)

1970年 代 に入っても,「女性 の生理的機能水

準は,一般 的に男性 より劣 り,女 性の55歳 は男

子の70歳 ぐらいに当たる。 したがって,男 子

55歳,女 子50歳 とい う定年は不当な男女差別

とはいえない」 とい う,今 からみれば何の根拠

もない言語道断な判決が出されていた。(奥山え

み子:30)

1970年 当時には民間でも女性の定年 を45歳,

50歳 に設定 しているのに対 し,男 性 は55歳 あ

るいは60歳 以上 と差 をつ けている企業 が多い

ことを指摘 した佐藤智美は,そ れ を社会通念 と

捉 え,教 育委員会 もそれに倣 ったと見てい る。

(佐藤智美:86-87)7

2)夫 婦合算給与 と 「生活主体者」概念

男女の職種が分断 されていた一般企業 とは異

なり,男 性教員 と同等 に働 く女性教員 に対 して

年齢 だ けで退職 を迫 ることは難 しかった よ う

だ。先の 『婦人部30年 史』の記述 にもあったよ

うに,女 性教員の年齢 に加えて夫婦共働 き教員

の合算給与の額 が加味 され ることもあった。夫

婦で二人分の給与 を得ているのはけしか らん と

い うのである。

共働 き教員がターゲットになる場合,一 見夫

婦のどちらかが退職すればよいとい う中立的な

基準 に見 えるが,実 態は 「生活主体者 でない者

は辞めてもらう」 とい う形 で,妻 である女性教

員 に 「勧奨」が行なわれ たとい う。

なかにはご丁寧に,教 員個人の 「家庭状況か

ら見て退職す ることが妥当 と認められる」 とし

て勧奨対象者 を選んだとい う教育委員会 もあっ

た。(千 葉県教職員組合婦人部:81-82)家 庭状

況まで云々す るとは余計なお世話以外 のなにも

のでもない。女性教員 の自己決定の権利は全 く

無視 されていた。

3)管 理職 あるいは管理職候補 の配偶者

さらに夫が管理職 もし くは管理職候補 とい う

条件が加 わる例 もあった。管理職 もしくは管理

職候補 の妻が狙い撃ちされる場合,教 育委員会

が,夫 の昇進 と引き換 えに とい う条件 を提示 し

た り,夫 側 の校長 を通 して,「奥 さんが辞めない

とご主人が校長 になれないよ」 とおどした りす

ることになったとい う。 これに加 えて,親 族や

周囲の人々が夫の昇進の妨 げになるような行為

を非難中傷するために,や むな く退職 していっ

た女性教員 もい るとい う。(佐 藤智美:97-106)

教育委員会が管理職の配偶者 をタ0ゲ ットに

した ことは,組 合 の抵抗 を弱 めるこ とにつな

がった。とい うのは1965年,監 督者 の立場 にあ

るとい う理 由で校長 ・教頭 は一般教職員 と同一

の組合 に加 入す るこ とが禁止 され たか らであ

る。(市 川昭午1988:15-16)そ れ どころか,文

部省対 日教組 の対立構図の中で,管 理職は文部

省側 あ るいは教育委員会側 に与す る人間 とし

て,表 面上敵対的存在 と位置 づけられていた。

その結果,管 理職 もしくはその候補 の配偶者は,

組合によって庇護 され るべ き存在ではない こと

になる。そこには教育委員会 の巧妙 な人事政策

を読み取 ることができる。この状況 に組合 はど

う対応 したのだろうか。

3.組 合の取組み

『日教組30年 史』 には,女 性教員への早期退

職勧奨 に対する 「たたかい」の記述 を発見する

ことはできない。ただ 『日教組20年 史』の編纂

者 でもあった望月宗明は,『日本 の婦人教師』の
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中で 「女ゆえの差別」 として女性教員 に対す る

退職勧奨問題 を取 り上 げている。(望 月宗明:

290-297)日 教組 にとって退職勧奨は 「女性 の問

題」 だった といえよう。

た とえば,タ ーゲ ットにされた女性教員 が組

合に訴えて も,「退職届 に判を押 さなければそれ

でいいのだ」 ときま りきったことをい うだけで

あった り,校 長 と組合の問にはさまって悩まな

ければならない支援 の仕方であった りした とい

う。(島 田 とみ子:150)こ れでは一人苦 しんで

泣 く泣 く 「退職届」を書 くことになるケースが

多かったに違いない。

この問題 に主体的に取 り組んだのは婦人部で

あった。1963年 か ら各支部の婦人部は,男 女差

別 による退職勧奨 を拒否す るこ とを方 針 とし

て,40歳 以上の女性教員の学習会を開 くこと,

学校分会の人事闘争委員会に必ず婦人部代表 を

入れること,校 長か らの"肩 たたき"を 人事闘

争委員会 に報告す ること,毎 年 の婦人部定期総

会で人事闘争の状況 を確認す ることなどの努力

を続 けた。その結果,男 女間の勧奨年齢格差の

縮小や共働 き女性教員の退職者数の減少な ど,

一定の成果 を挙げることができた。 しかしその

後 も差別的退職勧奨が続 き,加 えて退職勧奨 に

応 じなかった女性教員 に対する報復的人事(過

疎地への配転や別居不可避の転任 など)も 行わ

れたとい う。(『婦人部30年 史』:145-147)

橋 口和子 によれば,日教組婦人部は1970年 に

全国連帯の闘い方 を進 める方針 を立て,さ らに

1971年 には日教組の指導の もとにス トライキ

で闘お うと決定した とい う。 しかし,簡 単 には

ス トライキ体制 がとれない実情 にあるとい う理

由で,日 教組 としての闘争行動 は採 られなかっ

た。各地で採用 されたのは,県 教組婦人部 が年

末になると学習会 を開き,高 齢者 を集 めて激励

し,委 任状 を県教組 または支部の闘争委員長へ

提出す るとい う戦術 であった。退職勧奨 につい

ては支部 の闘争委員長 に権限を委任 してい るか

ら,本 人 とでな く,委 任者 と話 し合 いをしてほ

しい とい うことで,直 接攻撃 をかわす ことにし

たのである。(橋 口和子1973:75)

た とえば1970年 代の千葉県では,女 性教員 た

ちが個別教員の問題 とせずに,分 会,支 部,そ

して婦人部組織全体 が一体 となって対処して取

組む方向へ と運動 を進 めたとい う。(千葉県教職

員組合婦人部:81-82)同 じように府県の婦人部

を中心 にした組織的対応 の例 は各地 で見 られ

た。(佐藤智美:89-90,『婦人部30年 史』:150-154)

いみ じくも望月宗明が 「女であるがゆえの差

別」 と名づけたよ うに,40代 ない し50代 前半

の教員を対象 にした退職勧奨 は,ま さに女性教

員だけの問題であ り,そ のためにか,日 教組 中

央でもまた県単位の教組 でも,組 合 の問題 とし

て闘 う姿勢 をみせなかった。『日教組30年 史』

にこの問題 が記述 されていないのも当然なのか

もしれない。

5,ジ ェンダーでみる退職勧奨

なぜ女性教員 をターゲ ットにした退職勧奨 の

慣行が長 く続いたのか。なぜ男性教員は対象 に

ならなかったのか。

1)女 性蔑視

女性の能力 に関する差別的認識 があった。教

員世界ばか りでな く,日 本社会全体 に女性の若

年定年制を当然視す る風潮があ り,女 性の能力

衰退 は男性 よ りも早い と見倣 されていた。その

ため早期退職勧奨 が女性にのみ適用 され るとい

うジェンダーの非対称性 は問題 にな らなか っ

た。 こうした考 え方 にはなんの根拠 もない こと

は,今 日の女性 たちの活躍 が物語っている。し

か し当時で は,こ うした女性蔑視 の考 え方 が

人々を支配 していた。

2)性 役割意識

女性の本来の居場所は家庭 であるとい う性役

割意識が,女 性教員 を含 めて浸透 していた。そ

れ な りの収入 を得 て養 って くれ る夫 がい るな

ら,女 性 がか りそめの場 である職場 を去って本

来の居場所 に戻 ることに何の問題 があろ うか?

とい うのが,当 時の人々の考え方 であった。逆
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に男性は家族 を養わねばならないか ら簡単に離

職 させ られないとも考 えられていた。そ うした

性役割意識は特定の社会 と時代 の構築物 にすぎ

ない,と い う認識が希薄であった時代には,い

くら不合理であ り不条理であっても,人 々の行

動 を呪縛 していた。同一の賃金 を達成 していて

平等 なはずの教員でさえ,こ の性役割意識に抗

うことが難 しかったのである。

3)世 帯単位の発想

共働 き教員夫婦 あるい は管理職 の妻が ター

ゲッ トにされ たように,問 題 を個人単位ではな

く世帯単位で取 り扱 うことを当然視す る時代 で

あった。 それ はまた 日教組 に限 らず 日本の労働

組合 の基本的姿勢でもあった。しかも「生活主体

者」である男性 が一人で家族 を養 える賃金 の確

保が,労 働組合の目標でもあったのだ。世帯主

や生活主体者 とい う考 え方 が支配 してい る限

り,結 局女性が身 を引く結果になって しま う。

4)女 らしさの規範

管理職あるいは候補者の配偶者 がターゲ ット

になった場合,妻 が退職す るのが当然 とい う「女

らしさ」の規範 も社会 を覆 っていた。夫 の立身

出世 を支 え内助の功 を尽 くすのが妻の務 めであ

るとい う考 え方が,女 性教員 の判断を縛 ってい

た。あえてこの考 え方 に逆 らって自分のキャリ

アを全 うしたいと思えば,周 囲の人々か らの非

難中傷 を覚悟 しなければならなかった。「女 らし

さ」 の規範に抗 って生きることは,当 時の女性

教員 には離職 より辛い ことであったかもしれな

い。逆 に,家 族や家庭生活 を犠牲にしてでも立

身出世 に励 むことが 「男 らしい」 とされた時代

だったのだ。

5)男 性 中心主義

こうした伝統的な性役割意識 と世帯単位およ

び 「生活主体者」の発想 から,退 職勧奨 がもっ

ぱら女性教員 に向けて発動 されている限 り,中

年の男性教員の地位 は安泰であった。 どうして

も一定の人員 を削減 しなけれ ばならない場合,

男女間でのゼ ロサムゲー ムとして,こ の問題 は

進行 した。女性 にすべてを負わせれば男性への

影響 をゼ ロに抑 えることができる。下手 に騒 げ

ば,男 女平等に退職 を勧告 しようとい う事態 に

もな りかねない。対岸 と火事 とみなして知 らぬ

顔 を決 め込むのが最良の策 であったろう。問題

の解決 を女性教員 の自覚や努力 に求 めておけば

よかったのだ。

さらに,佐 藤智美が指摘 してい るように,中

年女性教員が数多 く退職 してい くことは管理職

該当年齢の教員が少な くなることを意味す る。

(佐藤智美:92)そ れは結果 として,男 性の管理

職ポス ト争奪戦 を緩和 させ る。

その上,管 理職や管理職候補 の妻が退職の憂

き目に遭っても,管理職に就 いた男性教員は「生

活主体者」 としての地位 を再確立 し,世 帯の年

収減 と引きi換えに職場での権力 と家庭 での権力

の両方 を手 に入れることができる。

女性教員への早期退職勧奨 はこのように,女

性教員 には過大な犠牲 を強いるものではあった

が,逆 に男性教員 には有利 な結果 をもたらした。

それゆえこの非人道的 ・差別的慣行が長 く継続

してきたのだ。1960-70年 代の 日本で,教 育界

に埋め込 まれた男性 中心主義 を挟 り出 し告発す

ることは困難であった。

皿 超勤手当と人材確保法

1.過 剰な労働の実態

今 も昔 も日本の教師たちは非常に多忙な生活

を送っている。た とえば文部省が行った 「勤務

実態調査」(1967年)に よれば,小 学校 の年間

超過勤務時間130時 間,中 学校204.5時 間,高

校182時 間であったとい う。(『日教組30年 史』:

424)日 教組婦人部 が1968年 に実施 した調査で

は,自 宅への持 ち帰 り仕事を含 む平均労働時間

は8時 間58分 である。(日本教職員組合婦人部:

57)g

また1975年 の群馬県での調査は,業 務 を 「勤
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ジェンダーで見る日教組の30年

務時間内で処理可能」 と回答 した教員が小学校

で6.5%,中 学校で7。6%に す ぎないこと,学 校

での居残 りや家庭への持 ち帰 りによって業務 を

こなしている者 が80%を 超えてい ることを明ら

かにしている。(上 滝孝治郎:163)教 員 の超過

勤務 は恒常的 に行われていたといってよいだろ

う。9

しか し,学 外 での勤務 は実態が把握 しにくい

ため 「校長 は原則 として超過勤務を命 じないこ

と」 とい う文部省 の指導の下,教 員 の超過勤務

はない ことにされ,し たがって超過勤務手 当も

支払われなかった。(山 崎政人:216)

日本 の教員が多忙 なのは,生 徒指導や部活指

導な ど教科指 導以外 の業務 を課せ られてい る

上,養 護教諭 ・司書教諭 ・事務職員 が十分に配置

されていないため本務以外の仕事量が多いこと

による。またクラスサイズが大 きい ことも一因

である。たとえばクラスの生徒数が50人 ではな

く25人 であれば,テ ス トの採点や ノー トの点

検,生 徒 の個別の指導などに費やす時間は単純

計算で半減することになる。校務分掌やその他

の事務処理 もかなり軽減 され るに違いない。 さ

らに重要なことに,生 徒一人当た りに費やす教

員の時間や精力が増加 し,教 育の質 も向上す る

はずだ。 しかし日本の学校 のクラスサイズは欧

米に比べてかな り大 きい。

とりわ け1970年 代 には欧米 との格差が大 き

かった。た とえば1976年 版 『我が国の教育水準』

(文部省:97)か ら転載した表2に 見るように,

学級編成基準の国際比較では,日 本 が1学 級 あ

た りの生徒数45人 を上限 としているのに対 し

て,欧 米では25人 から30人 の国が多い。 日本

では1963年 度まで上限を50人 としていたので,

教員 は超過密 クラスでの授業 を強い られていた

ことになる。

この状態は 日本 を訪れた研究者 を驚かせ る。

たとえば1970年 代半 ばに 日本 の学校 を調査 し

たウィリアム・カ ミングスは「日本の典型的な小

学校 では,ど の学年 のどのクラスにおいても,

教師一人 当た りの生徒数は40-45人 に及ぶ。し

表2学 級編成基準一国際比較 一

1学 級 当たり生徒数
区 分 備 考

初等学校 中等学校

日 本 公立学校における「1学

45人 45人
級 当た り児童 ・生徒数」の

標準 として定め られてい

る 。

ア メ リカ 学級編成の基準は定め
合衆国 られていない。これに関連

(3Q) (27}
す る基準 としては一般 に
「教員1人 当たり生徒数」

(左のかっこ内の数字)が

定 め られ て い る。

イギ リス 従前は,国 が学級編成基

準(左 のかっこ内の数字)

(40) {30} を定めていたが,1969年
に削除され,そ の後新しい

基準は定められていない。

一
フ フンス 「1学 級当た り児童 ・生

徒数」の最大規模 として定

められている。初等学校で

25-34 35-40
は25人(第1学 年)と30

人(そ の他の学年),中 等

学校では学校種類により
35人 又 は40人 と定められ

て い る 。

西 ドイツ 「1学 級当た り児童 ・生

徒数」の最大規模 として定

40 25-40 め られている。中等学校で

は学校種類 と学年によっ

て異 な る 。

ソ 連 学級編成の基準は全国
一律に連邦政府が定める。

30 35
「労 働 」,「外 国 語 」,「体 育 」

の各 授 業 にお い て25人 以

上の学級 は二つ に分ける

こ とが で き る。

(注)ア メ リカ合 衆 国 ニオ ハ イ オ州 の 例 。 西 ドイ ツ:ノ ル ト

ライ ン ・ウェ ス トフ ァー レン州 の例 。

文 部 省 『我 が国 の教 育 水 準 昭 和50年 度 』(1976)よ り転 載

か も こ のつ め こみ の ク ラ ス を助 け る補 助 教 員

も,専 門教 員 も,日 本 には存在 しない ので あ る。」

と述 べ てい る。(カ ミングス,W.K.:141)

2.日 教組の対応

1)超 勤闘争

1967年 日教組 は,教 員 が日常的に超過勤務 の

状態 である ことに対 して新 たな闘争 を開始す

る。『日教組30年 史』の 「超勤手 当制度をめぐ

るたたかい」には次のように書かれている。

1967年 日教組が文部省宛 に出した要求書;① 超

勤手当の支給,② 変形8時 間制の指導の撤回;理 由

要旨は,① 超勤 をなくす ことが前提だが,手 当不払
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いは違法。②文部省の指導 「教師1時 間の授業 に対

し,1時 間の準備が必要」が守 られていない。③調

査 による小学校教員58時 間労働 に対 して割増賃金

を支払 え。④超 勤手 当制 度 を作 らない のは不

当。…(省 略)… この理 由のなかに,日 教組

の超勤手当制度確立 と変形8時 間制10反対の根拠 が

示 されている。(『日教組30年 史』:422-424)

ただ働 きの超過勤務状態 を改善するには2つ

方法がある。ひ とつは,人 員 を増やして,一 人

当た りの労働 が少 なくなるようにすること。も

うひ とつは,根 本的解決 にはな らないが,超 過

勤務 にはそれに応 じた手当 を支給 して,た だ働

きにならないよ うにす ることである。 日教組が

採った方針は,教 員 を増や しクラスサイズを縮

小 して労働条件や教育水準 を改善することでは

な く,超過勤務手当の支給を迫 ることであった。

日教組 が超過勤務手当の支給にこだわった背

景 には,「教員=労 働者」とい う教師像 を堅持 し

たい 日教組 とそれ に対抗 しようとする自民党 と

の教師像 をめ ぐる闘いがあった。教員 に超過勤

務手 当を支給することは,教 員 を労働者 と認 め

ることを意味する。なぜ なら超過勤務手 当は労

働基準法 に基づいて支払われ るか らである。教

員は労働者であるとい う定義は,日 教組の社会

主義的政治姿勢 と深 く関わっていた。 この政治

姿勢 に長い間対抗 してきた文部省 ひいては政権

与党である自民党は,教 員 は労働者ではないか

ら 「労働基準法」 を適用することはできないと

い う見解 をとっていた。 しか し戦前の 「教員e

聖職」 とい う教師像 に反対 し,聖 職論への回帰

を怖れ る日教組は,「教員=労 働者」とい う教師

像 を守 るために 「労働基準法」の適用 を文部省

に迫ったのである。(『日教組30年 史』:425-430)

一方当時20に およぶ県で提訴 されていた「超

勤手当支払い請求訴訟」で教育委員会が敗訴す

るとい う状況 にあったため,文 部省 としても何

らかの対応 を迫 られていた。日教組対文部省(自

民党)の 数年 に及ぶ攻防の結果,文 部省 は 「教

育公務員 の専門職 としての職務 の特殊性 と高度

の責任 にかんがみ」,個別の業務 に対する超過勤

務手当ではなく,超 勤の範囲 を特定5項 目に限

ることを条件に,包 括的 「教職調整額」 として

給与の4%を 支払 うとい う 「国立および公立の

義務教育諸学校 における教育職員の給与等 に関

す る特別措置法」を提出し,そ れが1971年 に採

択 されて,こ の 「たたかい」は終了した。(山崎

政人:216)

ただ 日教組内部でも,「超勤 に対す る最高裁判

所判決が出されようとしているとき,日 教組 が

なぜ あきらかな包括的超過勤務手当要求 を提起

したのか理解できない。… これでは44時 間

以上働 きます とい うこ とを是認す る結果 にな

る。」 といった批判が出ていた。(『日教組30年

史』:434-435)

しか し当時 の槙枝委員 長 はこの結果 につい

て,次 のように前向きに総括 している。

文書確認 によって一方的な超勤命令 による無定

量勤務 の強要や,本 務外雑務の押しつけを一定限に

チェックす ることができた。この問題 を交渉で解決

できたことは,日 教組の多年の懸案であった中央交

渉権の確立に向かって,一 歩前進 をかちとったもの

と評価 できる。(『日教組30年 史』:429-443)

日教組 が団体交渉権 をもって文部省 と対峙す

ることが,日 教組 中央 の長年の悲願でもあ り重

要事項でもあった として も,11それにこだわ りす

ぎていはしなかったか。

2)人 材確保法

超過勤務手当を獲得 した教員の給与は,1974

年 に成立 したいわゆる 「人材確保法」によって

さらに増加 した。これ は 「8,000億円の巨費を投

じ,教 員給与の25%ア ップを行 った」(市 川昭

午1988:208)画 期的な法律であった。 この法

案提出に対 して 日教組 は,「中教審路線 に基づ く

差別 ・分裂の5段 階賃金 を指向していること,賃

金は労使対等の交渉 によってきめられるべきも

のであるにもかかわらず,文 部 ・大蔵 ・人事院の
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三者協議,あ るいは自民党議員提案,政 府提案

による立法措置な どによって一方的にきめられ

ることな ど,き わめて重要な問題点 がある」 と

して激 しく反擾 した。また 「教育水準の真 の向

上は,教 師の自主性尊重,教 育環境 の整備,教

員の労働条件の改善 などが相 まってはじめて実

現するものである。す こしばか りの金を出せば

人材 が集まると考 えるのはt教 育 とそれ にたず

さわ る教員 の本 質 を見誤 ってい るばか りでな

く,時 代錯誤 もはなはだしい」 との書記長談話

を発表し,対 決す る姿勢 を明 らかにした。(『日

教組30年 史』:582-583)

しかしその後 さまざまの交渉や話 し合いが行

なわれ,5段 階給与制はとらない との 「覚書」

を交わすなどして,1974年 衆院本会議で可決成

立 した。(『日教組30年 史』=588-589)

「学校教 育の水準の維持向上のための義務教

育諸学校の教育職員の人材確保に関す る特別措

置法」(い わゆる人材確保法)が それである。

11!億 円の予算の一部でも人員増 に回し,ク

ラスサイズの縮小 を図ったり,専 門的な教員 を

配置 した りして教員 の負担を軽 くすることもで

きたはずだ し,実 際第3次 改善費 を返上 して高

校増設な どに使 うように要求 したともい う。(金

子敬一:380)だ が結果 だけをみれ ば日教組は,

人員増 よりも賃金の向上 を優先 させ たことにな

る。1974年 の 日教組大会 では次のような批判が

出た とい う。

(大分 ・姫野代議員)前 年度の人確法財源135億

円12を 定員にふ りむければ2万 人増 となる,と い う

説明に日教組本部 の決意 をきいた思いがした。はじ

めて定員ス トとい うことで現場組合員 は大 きな共

感 と期待 をもち,父 母 と対話 をすすめた結果,ス ト

に理解す る父母 も多かった。 しかし,12・4闘 争 は

賃金 だけで終わった。父母 も"や は り"と 思ったの

ではないか。組合員にしてみれば,賃 金引上 げを1

年がまんして も,大幅定員増になればとする期待が

強い。こん どの方針では落胆 してしま う。(『目教組

30年 史』:592-593)

3.ジ ェンダーでみる賃金闘争

1)労 働条件改善 の軽視

日教組 は早 くか ら定員闘争 を組 んで,教 職員

の定員増や養護教諭 の配置 な どを要求 して き

た。 しかし結果 だけを見る限 り,賃 金 の上昇や

手当の支給 に比べて,労 働条件 の改善 は軽視 さ

れた感 がある。 クラスサイズの縮小は遅 々とし

て進 まず,養 護教諭の全校配置 は1977年 になっ

て も実現 していなかった。(『婦人部30年 史』:

401)学 校事務職員の配置 も同様で,司 書教諭 に

いたっては画餅 にす ぎなかった。

養護教諭や司書教諭 あるいは事務職員の仕事

は,女 性教員が肩代わ りをさせ られ ることが多

く,そ の上見えにくい仕事であるため正当な評

価 を得 にくい。 「女教師にあてがわれ る仕事は,

庶務,会 計,給 食 がいちばん多 く,小 使,給 仕

の仕事 とも思われる接待湯茶の こと,宿 直用具

の手入れなど,そ してまた,養 護教諭がいなけ

れ ば,病 気の生徒 の手 当,事 務職員 がなければ,

会計 にはじまるその他の事務,こ れで女教師の

価値判 断がなされているのではない と,自 分で

慰めてみても,… 雑務 に類 した仕事 しか与え

られない」(丸 岡秀子1953:187)と い う状況 が

続いたのである。女性教員は男性以上 に無定量

の業務 を課せ られ る傾向にあった。

養護 教諭や事務職員が十分 に配置 され,教 科

専任やカウンセ ラーなどの専門職 を含む人員増

があれば,学 校はずっと働 きやすい職場になっ

たはずである。事実,定 員増や労働時間の短縮

を望む教員は多かった。

表3日 教組 運動 につ いて の要求(1971年)

(%)

20代 30代 40代 50代

男 女 男 女 男 女 男 女

賃上げ 94.4 85.4 92.2 85.7 92.2 79.8 72.7 75.4

退職金 ・年金 29.4 25.3 36.2 1: 57.1 66.1 75.7 74.6

労働時間の
短縮

46.8 52.9 53.8 56.4 51.9 45.5 36.6 30.0

定員増 59.9 62.7 63.0 72.0 66.2 73.3 53.5 64.6

岡村文雄 「賃金要求1万 人調査が示す もの」(『教育評論』271

号,1972年3月,p.37)よ り作成

_17



第25号 神奈川大学心理 ・教育研究論集

た とえば1971年 に日教組が全国の組合員か

ら1万 名を抽 出して行 なった調査13の 中の 「日

教組運動 についての要求」 とい う項 目への回答

分布(表3)を 見 ると,た しかに賃上げへの要

求がもっ とも多いが,30代,40代 の男女教員 に

は定員増や労働時間の短縮の要求 も強いことが

わかる。 とりわけ20代,30代 の女性教員 は,

退職金や年金 よ りも労働時間短縮や定員増の運

動 を日教組 に期待 していた。にもかかわ らず岡

村文雄(当 時の 日教組調査局長)は,「 賃上 げが

もっとも強 く,つ づいて退職金 ・年金 について

の増・改善要求 と,生活要求 のねつ よさが しめさ

れています。 これ らの組合員 の要求 を基礎 に,

賃金討論 を職場か らつみあげ,こ れ を日教組の

統一要求 にまとめ,72年 賃闘を強化 していかな

ければな りません」 とこの調査報告 を結んでい

る。(岡 村文雄:34-38)若 い世代,と りわけ女

性教員 の要求への配慮 が不足 した解釈 だといわ

ねばな らない。

2)一 律支給のもつ間接差別

ジェンダーか らみた超勤手当支給のも うひと

つの問題点は,超 過勤務 をしている教員 にもそ

うでない教員 にも一律 に手 当が支給 され ること

である。それは,教 員 の超過勤務 の内容 を隠蔽

してしま うだけでな く,超 過勤務 を行 なってい

る教員 と定時退校 してい る教員 との差異 も隠蔽

して しま う。誰 が何 のため に遅 くまで学校 に

残 って働いているのか,な ぜ働かなければなら

ないのかが,一 向に可視化 されない。遅 くまで

居残っている教員 にも,定 時に帰宅 している教

員 にも一律 に手当が支給 されるため,定 時退校

をせ ざるを得ない状況 にある教員 は肩身の狭い

思い をす ることになる。逆 に残業 して働 いてい

る教員 にしてみれば,そ れが本当に必要な残業

であれば,定 時退校す る同僚 に対 して不満や批

判 の心が芽生えるのは当然である。す なわちこ

の制度 は,教 員間の心理的分断 を生み出す こと

にな りかねない。

定時あるいはできるだけ早 い退校 を余儀 なく

されがちなのは女性教員である。居残 っている

男性同僚を横 目にみながら 「お先に失礼」 と帰

宅す る彼女 たちにとって,包 括的手当が同等に

支給 され るよ り,居 残 り教員にそれな りに超過

勤務手 当が支払われている方が,心 の負担がよ

り少なかったに違いない。たとえ彼女が自宅で

持ち帰 り残業 を行った としても,ま たその同じ

仕事 を男性 同僚 が単 に学校 に居残ってやってい

るだけであった としても。

「女陸教員=家 庭責任 を負った存在」とする言

説が流布 している中で(河 上2000),「 女性教員

=定 時退校e手 当のただ取 り」 とい う暗黙の構

図ができあがってい くことは容易 に予想 され

る。逆 に 「男性教員=残 業=手 当なみの(あ る

いはそれ以上 の)働 き」 とい う構図もその裏側

に出来上がってい く。た とえすべての女性教員

が定時退校 しているわけでも,す べての男性教

員 が居残 りをしてい るわけでなくても。

女性教員 を 「負の存在」 として位置づける機

能をもった超過勤務手当は,こ うして間接差別

を女性教員 にもた らす。

3)管 理職優遇の 「人材確保法」

「人材確保法」が提出 された背景には,「最近

のわが国の高度成長は,企 業 に就職す るものの

待遇 を戦前 に比 べて飛躍 的に向上 させ るため

に,教 育畑は男子 にとって魅力ある職場 ではな

くなっているのが実情である。現在 は教育畑の

『人材不足』とい う点においてまさに教育の根本

的危機である」 とい う自民党文教部会の認識が

あった。(『日教組30年 史』:576)つ ま りこの法

律 は,女 性教員の増加 を憂慮す る人々が 「優秀

な男性」 を教員市場 に呼び込む ことを狙 って制

定 されたものであった。

さらに 「人材確保法」は管理職優遇の給与体

系 を導入するものでもあった。 日教組はそれ を

指 して教員を分断するとして攻撃 した。 しかし

表4を みるとわか るように,実 は男性教員の大

多数 が管理職 になる可能性 をもっていたのであ

る。た とえば公立小学校 では,50-54歳 の年齢
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表4年 齢 階層別 ・性別 ・管理]職輩 出率
(1974年)

小学校

職位 校 長 教 頭

性別 男性1姓 男性1姓

45～49歳 6.4% 0.0 26.9% 0.4%

50～54歳 39.6% 0.7i 29.4% 2.0%

55～59歳 69.2% 2.6% 9.5% 1.5%

中学校

職位 校 長 教 頭

性別 男性1姓 男性1姓

45～49歳 2.9% 0.0% 16.3% 0.1%

50～54歳 24.9% 0.1% 23.6% 0.4%

55～59歳 57.2% 0.5% 5.9% 0.2%

文部省 『学校教員統計調査報告書1974年 度版』よ り
算出

区分の男性教員 からの校長 ・教頭 を合わせた管

理職輩出率は約69%,そ れに対 して同年齢層の

女性教員の輩出率は2.7%に す ぎない。また55

～60歳 の年齢層では80%近 くの男性教員が管

理職 に就いていたのである。中学校 の場合,50

～54歳 の年齢層での男性管理職輩出率48 .5%に

対 し,女 性 は0.5%で あ り,55～60歳 の年齢層

の男性教員 の63.1%が 管理職であった。管理職

優遇 の給与体系をもつ 「人材確保法」によって,

男性教員の多 くはいずれその恩恵 を被 ることに

なる。 さらに 「人材確保法」 に伴 う主任制導入

および手当の支給は,女 性に とってよ り,男 性

にとって有利 に働 くに違いない。 この法律 のも

たらす影響 には男女間で大きな差があった とい

わざるをえない。14

おわ りに

これまで検討を加 えてきたのは,あ くまで『日

教組30年 史』 と 『日教組婦人部30年 史』に記

述 された 「たたかい」の軌跡である。 これ ら年

史の記録の陰 には膨大な議論,著 述,闘 争,葛

藤,交 渉な どがあったに違いない。 したがって

ここで見たのは日教組や婦人部の活動や努力の

一端にすぎない。しかしある行動や 「たたかい」

が年史 に記述 された こと,あ るいは記述 され な

かったことは,そ れ 自体事実でもある。

クラスサイズや人員配置の不備な どの劣悪な

労働条件,し いては劣悪 な教育条件 を放置 して

きたことの責めは,文 部省 ならびに政府が負 う

べ きものである。差別的退職勧奨は教育委員会

に直接的責任がある。産休補助教員配置や育児

休業法 の制定に 日教組 が努力 した ことを忘れて

は不公平の諺 りを免れない。

しか し女性教員 が声 を挙 げたに もかかわ ら

ず,手 当支給の問題 として処理 し,真 の解決ま

でに長い時間を要した 日宿直問題,ま た本来 な

ら男女 が分 かち合 わねばな らなかった ものを

「女性 の問題」 に集約 して しまった早期退職勧

奨,そ して女性への配慮 に欠 けた超勤手当や人

材確保法への対応 などに見 られるように,日 教

組が男性 中心主義的組織 であったことは否定 で

きない。日教組 のこの傾向はすでに1950年 代 に

指摘 されている。

最も民主的であるはずの組合内部 においても,当

面 に女教師たちが持 ってい る要求 については完全

に一致 していながら,婦人部独 自の問題 は取 り上げ

られることが少 く,共 同の 「たたかい」をくむこと

ができないばか りか,実 際上の援助はほとんど得 ら

れない。かえって婦人大衆の要求に合わない 「高度

のス ローガン」をおしつけられ,そ れ に対す る闘争

の弱さが非難 されることもありがちである。こうし

た労働組合内部 にある封建性が,婦人部 に自信 を失

わせ,そ の前進を遅 らせていることも見(マ マ)とめ

なければな らない。(品 角小文他:114)

この傾 向が一向に改善 されなかった理 由のひ

とつは,日 教組内部の意思決定の権力がほぼ男

性の掌中にあったことによるだろ う。その発端

は1948年,婦 人部部長高田なほ子 を日教組副委

員長 に立候補 させ ようとした婦人部 の計画が断

念 させ られた ところにある。(『婦人部30年 史』

:80)そ の後,県 代表を含 む中央執行部 メンバー
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25人 か ら50人 の うち15,女 性は1人 か2人 と

いった状態が続 き,執 行部三役の書記次長 に女

性が登用 されたのが1957-58年 度。 しかしそれ

もこの2年 間だけで,長 く三役に女性が不在で

あった。初の女性副委員長が誕生 したのは,な

ん と日教組設立33年 後の1980年 である。 しか

も当の橋 口和子が語 るように,副 委員長 の椅子

は必ずしも座 り心地のよいものではなかった。

男性か らの嫉視が激 しかったからである。(橋口

和子2000:49)

さらに執行部の 「高度なスローガン」 を重視

する方針 も,女 性教員の声 に耳 を傾 ける姿勢 を

忘れ させたよ うに思われ る。社会主義 イデオロ

ギーの立場 から教員の 「労働者性」 を堅持 しよ

うとして賃上 げに重点 を置 く方針 を採 った執行

部は,教 育現場で時間 と仕事のや りくりに追わ

れ る教員 たちの要求 をどこまで理解 していたの

か。まして女性教員 の働 きやすさを実現するこ

とな ど,視 野の外ではなかったのか。

だがそれは,個 々の男性教員や執行部のメン

バーがとりわけて性差別主義者 であ り,男 性優

位主義者であったからとい うより,当 時の社会

通念や慣習が日教組 とい う組織 の中に埋 め込 ま

れ,男 性 中心主義的発想が 自明性 を帯びていて

特 に意識化 されなかったことによる。最 も男女

平等 が実現 され,「民主化」を標榜 しているはず

の教員世界 においてす ら,社 会 のジェンダ0構

造か ら自由であ りえなかったのだ。

ただ日教組婦人部が存続 できたことは僥倖で

あった。最初 に述べたよ うに婦人部 は日教組 と

時 を同 じくして誕生 したのだが,す ぐに廃止の

危機 に見舞 われたのである。1948年GHQ(占

領米軍総司令部)が 婦人部解体 を指令 してきた

か らだ。組合執行委員 と婦人部委員 との権力の

二重行使であるとい うのがその理 由であった。

それ に対 して婦人部の女性 たちがGHQに 幾度

も足 を運んで運動 した結果,婦 人部存続 を勝ち

得たのである。しかし国鉄労組 を除いて,他 の

労組の婦人部は婦人対策部 に切 り替 えられてし

まったとい う。(『婦人部30年 史』:68-70)

これまで見てきたように,婦 人部はその要求

を無視 された り,孤 独 な闘いを強いられた り,

問題 を押 しつけ られた りしてきた。挫折を味わ

い,無 力感 に苛 まれ ることもあったに違いない。

しかし,日 教組婦人部そして府県の婦人部がな

かった ら,女 性教員たちは問題 を語 り合い,要

求 を声にし,行 動 を起 こす拠 り所を持つ ことが

できなかっただろ う。 ここで取 り上 げた 日宿直

や退職勧奨への取 り組み方から見て,婦 人部は

苦 しい中で果敢にしかも粘 り強 く闘ってきたこ

とがよくわかる。

リンダ ・ブリスキンは女性だけの組織 につい

て,① 女性だけの組織 を作って しま うと分離主

義 に陥 りゲッ トー化す る恐れがあるとい う否定

的見方,② 女性だけの組織 は女性 に足 りない部

分を補 うのに必要であるとい う補償論的見方,

③女性の経験を生かす には女性だけの組織が不

可欠であるとい う積極的見方,と い う3つ の見

方 があるとい う。そして① のように性差 を無視

したアプローチは現状維持 に寄与し,深 く埋め

込まれたセクシズムをよ り見えにくくするだけ

であるとして,ま た② は女性蔑視 を内包 した見

方 であるとして排 し,③ の立場 を支持する。女

性 だけの組織 をもつ ことは,女 性特有の経験が

あ り,そ れが社会的構築物 だと認めることであ

る。そして女性だけの組織 は,そ の ような女性

の経験 にもとついて,女 性 に不利 な条件 を克服

し,構 造的 ・思想的な差別 を明 らかにすること

ができるとい うのだ。(Briskin,Linda:97)

女性 に対する蔑視や差別が 自明性 を帯びてい

た1960-70年 代の 日本 にあって,女 性だけで組

織 された 日教組婦人部が存続で きた ことの意義

は大きい。その活動 を支えたのは,女 性教員た

ちが共有 していた,男 女同一賃金 を達成 した,

働 く女性 の先駆 的存在 である とい う自覚 と自

負,そ して未来の形成 と次世代の育成に直接関

わってい るとい う責任感 と希望 であっただろ

う。 とはい え当時 の女性教員 たちは,差 別 と抑

圧 にみちた女性の立場 を表現す る言葉や概念 を

持 たなかった。そのために不合理や不条理 との
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苦 しい闘いを強い られていた。

現在の私たちは,セ クシュアル ・ハラスメン

トとい う言葉 を知 り,性 役割意識や生活主体者

概念が時代や社会 の構築物 にす ぎないと見 る相

対化 の視点 を持ち,法 律や慣行に埋め込 まれた

女性排除 と周辺化の仕組み を挟 り出す間接差別

とい う分析枠組 みを手 に している。 それ らに

よって女性たちが置 かれていた状況や困難 の原

因をよ りよく理解することができる。

しかし現在 でもなおセクシュアル ・ハ ラスメ

ントはややもすれば隠蔽 され,二 次被害 は放置

されがちである。女性が働 きやすい職場の実現

やキャリアの達成は必ずしも容易でない。依然

として不平等な状況 は,社 会の慣習や仕組 みの

中にさまざまの間接差別が埋め込まれているこ

とを示 してい る。

女性学や ジェンダー研究が発見し開発 し広め

てきたジェンダー概念や関係分析 のための枠組

みを活用 して,女 性たちが抱 えてい る問題 を明

らかにす ること,そ して新 たな概念や枠組みを

開発 して解決に資す ることが私たちの課題であ

る。

注
1漢 数字で表 されている表題や文章 をすべて算用

数字に変換 している。
2目 次を一瞥するとわかるが,『日教組30年 史』は

たたかいと闘争 によって点綴 されているので,こ

こでも 「たたかい」として検討す る。また日教組

の 「たたかい」には,労 働条件ばか りでなく,文

教政策,さ らには安保,沖 縄祖国復帰,ベ トナム

反戦も含まれている。『婦人部30年 史』はそれと

は異なる編集になっている。

3た とえば1975年 の女性教員の構成比は小学校で

54.8%,中 学校で29.4%で ある。
41960年 代の大阪では

,造 成 されたニュータウン

内の学校 にバスルームつきの宿直室が用意 され

たが,次第 に宿直室に住み込むことを嫌 がる若い

男性教員が増 えてきて,実 際上宿直ができな く

なったとい う。(東 谷勝司 「宿 日直廃止 をかちと

るまでの10年 」『教育評論』224号,1968年12

月,p.27)男 性教員にとって宿直のメリッ トが少

なくなってきたことが 日宿直廃止 を実現 させた

のかもしれない。

5『 婦人部30年 史』では1963年
,『日教組30年 史』

では1964年 の事件 とされている。

6時 代は下るが,佐 藤智美が2000年 に行なった各

都道府県教組 に対す る調査によれば,か つて 「管

理職共働 き退職勧奨慣行」があったとする26道

府県の うち,21道 府県では教職員組合が慣行撤

廃のための取組みや闘争 を行なった と回答 して

い る。組合 としての取組みをしなかった残 り5

県のうち,2県(秋 田 ・島根)で は,こ の慣行 は

廃止 されてお り,3県(長 野 ・愛媛 ・熊本)で は

全廃 されていない。また2000年 時点では廃止 さ

れているが1980年 代 まで存続 していた県が6県,

90年 代 まで続いていて県 が7県 あった とい う。

(佐藤i智美:95-96)女 性教員 に対する早期退職勧

奨は形 を変えて生 き残っていることがわかる。
7佐 藤智美 さんに贈呈された修士論文 『公立小・中

学校 における女性管理職者数の推移 に見 られ る

ジェンダー構造 について一大分県の場合 を中心

として一』(2001)は,退 職勧奨 に関する綿密 な

データ収集 と詳細な分析が含まれた労作である。

この項 を書 くに当たって多大の知見 と示唆を得

た。ここに感謝を込めて特記したい。

81968年1 -2月 実施。対象は小 ・中・高校の教壇教

員である女性教員。922人 に依頼 し回答者は587

人。
9時 代は下るが,1984年4-5月 に筆者が行った調

査(神 奈川県小・中・高校教員対象。有効回答311。

男性85.8%)に よれば,在 勤時間10時 間以上 の

教員は,小 学校で48.7%,中 学校71.4%,高 校

47.1%で あった。(河 上婦志子 「現代教員の生活

と意識一神奈川 大学卒業 生教 員調査 よ り一」

1985,p.95)
lo変 形8時 間労働制:4週 間 を平均して週当た りの

労働時間が48時 間を超えない範囲で,特 定の週

につき48時 間を超 えて労働 させることができる

とい う,労 基法32条 の2の 規定。
11ベ ンジャミン・デューク(市 川 博訳)『 日本の戦

闘的教たち』(教 育開発研究所1976)に 詳 しい。
12法 案が成立したのは1974年 の2 .月。会計年度で

は1973年 度にあたる。義務教育教員賃金を9%

上げるために135億 円の予算が組 まれていた。
131946年10月 実施。分会単位の幼稚園か ら大学ま

での教員,事 務職員,現 業職員が対象。

14ド ナル ド・サース トンは,日 教組の活動的組合員

がその有利性 を活用 して,校長や指導主事に昇進

して い る こ とを指 摘 して い る。(Donald.R.
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第25号 神奈川大学心理 ・教育研究論集

Thurston;TeachersandPoliticsirlJapan,Princeton

UniversityPress,1973,p.136)

15目 教 組 の組織率 が低下す る にしたが って
,府 県 代

表 の中央執行委員数 が減少 した。日教組 設立 当初

の1947年 に50名 で あっ た中央 執行委員 や三役 は

1976年 に は26名 に な っていた。(「役員 一覧」『日

教 組30年 史』pp.836-837)

文 献

Briskin,Linda1993,UnionWomenandSeparate

Organizing,血LindaBriskinandPatricia

McDermott(eds.)WomenChallengingUnions:

Feminism,DemocracyandMilitancy,Universityof

TorontoPress

千 葉 県教 職員組合 婦人部1977,『 あ ゆみ第6集 婦

人教職 員 の問題 を考 え る』千葉 県教職員 組合

カ ミングス,W.K.(友 田泰 正訳)1981,『 ニ ッポン

の学 校 』 サ イ マ ル 出版 社(原 著:WilliamK.

Cummings;EducationandEqualitylnJapan,

PrincetonUniversityPress,1980)

橋 口和子1973,「 女 教師へ の差別 の現状 」一番 ヶ瀬

康子他 『女教 師 の婦人 問題』,第 一 法規

橋 口和子2004,「 橋 口和子 さん に聞 く 国民学 校 の

教員 ・日教組 副委員長 時代」『女 も男 も』(2004年

冬 号)労 働教 育セ ンタ0

東 谷 勝 司1968,「 宿 日直廃 止 をかち とるまで の10

年 」 『教 育評論』224号,1968年12.月 号

市川 昭午1983,「 現 代 日本 の教育政 策」 『日本教 育

の力学 』有信堂

市川 昭午1988,『 教 育シス テムの 目本 的特質』教 育

開発研 究所

上滝 孝治郎1977,「 職 場 としての学校」伊 藤i昇他 編

著 『教 師の仕事」 学文社

金 子敬 一1977,「 教 職 員賃 金 の実態 と課 題一 日教

組 」,氏 原正 次郎編 『講 座 現代 の賃金① 』社 会

思 想社(金 子敬一 は当時 の 日教組 中央執行委 員)

鹿 野 政直2004,『 現 代 日本 女性史 フェ ミニ ズム を

軸 として』有斐 閣

河上婦 志子2000,「 女性 教員 「問題 」論 の構 図」亀

田温 子 ・舘 かお る編著 『学校 をジェ ンダー ・フ リー

に』明石 書店

河上婦 志子1985,「 現 代教員 の生活 と意識一神 奈川

大学 卒業生教 員調査 よ り一」 『神奈 川大 学心理教

育研 究論集 』第3号

丸 岡秀 子1953,「 家 と女教 師」,国 分一太郎 ・丸 岡

秀子 編 『教 師生活』新 評論社

松本 登1968,「 人事闘争に組織の真価 を」『教育

評論』211号,1968年2月 号

文部省1976,『 我が国の教育水準 昭和50年 版』

日本教職員組合1977,『 日教組30年 史』労働教育

セ ンター

日本教職員組合婦人部1977,『 日教組婦人部30年

史』労働教育センター

日本教職員組合婦人部1969,「 婦人教師の生活時間

調査」『教育評論』No.232,1969年7月 号

岡村文雄1972,「 賃金要求1万 人調査 が示す もの」

『教育評論』271号1972年3月 号

奥山えみ子1973,「 退職年令引上げのたたかい」『教

育評論』291号,1973年6月 号

佐藤智美2001,『 公立小・中学校 における女性管理

職者数の推移 に見 られ るジェンダー構造 につい

て一大分県の場合 を中心 として一』(修士論文)

関 広延1967,「 大阪での宿 日直廃止闘争」『教育

評論」201号,1967年6月 号

島田とみ子1974,「 女教師の退職 と老後の問題」一

番 ゲ瀬康子他編 『女教師の婦人問題』,第 一法規

品角小文 ・服部道子 ・中村芳子 ・辻本道子1958,『 女

教師」三一書房

山崎政人1977,「 組合の果 たす役割」伊藤昇他編著

『教師の仕事』学文社

一22一


